
Ｎｏ

１ 

 北九州市職員の給与に関する条例の一部改正について 

                   （総務局人事部給与課）

本市人事委員会の職員の給与等に関する報告及び勧告、国及び他の地

方公共団体の職員の給与等を考慮し、給料表の改定等を行うため、関係

規定を改めるもの 

１ 給与改定 

改定率 ０．１４パーセント 

２ 初任給調整手当の支給限度額の改定（第１１条の２関係） 

現 行 改正後 

月額 ３０７，８００円 月額 ３０８，０００円

３ 災害派遣手当の新設（第２５条の４関係） 

（１） 災害対策基本法（他の法律の規定において準用する場合を

含む。）又は大規模災害からの復興に関する法律の規定により、

本市に派遣された職員に対し、災害派遣手当を支給することを定

める。 

（２） 災害派遣手当の額は、当該手当の支給を受ける職員の滞在

期間及び施設の利用区分に応じ、災害対策基本法施行令又は大規

模災害からの復興に関する法律施行令に基づき災害派遣手当の額

の基準として定められた額と同額とすることを定める。 

４ 施行期日 

１及び２は、規則で定める日（平成２８年４月１日から適用） 

３は、公布の日 

－１－ 



Ｎｏ

２ 

 北九州市職員退職手当支給条例の一部改正について 

                   （総務局人事部給与課）

国家戦略特別区域法に規定する国家戦略特別区域創業者人材確保支援

事業に係る国家公務員退職手当法の特例に準じた措置を講じる等のため

、関係規定を改めるもの 

１ 雇用保険法の一部改正に伴う失業者の退職手当に関する改正（第

９条関係） 

 （１） 高年齢求職者給付金の支給対象の拡大 

現   行 改 正 後 

雇用保険法第３７条の２第１

項に規定する高年齢継続被保

険者 

雇用保険法第３７条の２第１

項に規定する高年齢被保険者 

（２） 求職活動に伴う費用の支給範囲の拡大 

現   行 改 正 後 

雇用保険法第５９条第２項に

規定する広域求職活動費 

雇用保険法第５９条第２項に

規定する求職活動支援費 

（次頁に続く）

－２－ 



 （続き） 

２ 国家戦略特別区域創業者人材確保支援事業に係る特例（付則第１

３項―第２２項関係） 

国家戦略特別区域創業者人材確保支援事業に係る創業者に使用さ

れる者（以下「特定被使用者」という。）となるための退職をして

、引き続き特定被使用者として在職した後、特定被使用者となった

日から起算して３年を経過した日までに再び職員となった者が退職

した場合の退職手当の額は、次の（１）及び（２）のうち高い額と

する特例を定める。 

（１） 先の職員としての在職期間を後の職員としての在職期間に

引き続いたものとみなして計算した退職手当の額から、先の退職

手当の額と当該先の退職手当の支給の日の翌日から退職した日の

前日までの期間に係る利息に相当する額の合計額を控除した額 

（２） 後の職員としての在職期間により計算した退職手当の額 

３ 施行期日 

  １は、平成２９年１月１日 

２は、公布の日 

－３－ 



Ｎｏ

３ 

 北九州市個人番号の利用に関する条例の一部改正について 

               （総務局情報政策部情報政策課）

関係省令の一部改正に伴い、執行機関内で連携を行う特定個人情報を

整理する等のため、関係規定を改めるもの 

１ 市長事務部局内で連携を行う特定個人情報の整理等（別表第２関

係） 

事 務 現   行 改 正 後 

児童福祉法による小

児慢性特定疾病医療

費の支給に関する事

務であって規則で定

めるもの 

（１） 児童福祉法第１９

条の７に規定する他の法

令による給付の支給に関

する情報であって規則で

定めるもの 

（２） 地方税関係情報で

あって規則で定めるもの 

（３） 外国人生活保護関

係情報であって規則で定

めるもの 

（１） 児童福祉法第１９

条の７に規定する他の法

令による給付の支給に関

する情報であって規則で

定めるもの 

（２） 外国人生活保護関

係情報であって規則で定

めるもの 

児童福祉法による負

担能力の認定又は費

用の徴収に関する事

務であって規則で定

めるもの 

（１） 国民年金法による

障害基礎年金の支給に関

する情報であって規則で

定めるもの 

（２） 外国人生活保護関

係情報であって規則で定

めるもの 

外国人生活保護関係情報で

あって規則で定めるもの 

障害者の日常生活

及び社会生活を総

合的に支援するた

めの法律による自

立支援給付の支給

又は地域生活支援

事業の実施に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

（１） 生活保護関係情

報であって規則で定め

るもの 

（２） 地方税関係情報

であって規則で定める

もの 

（３） 中国残留邦人等

支援給付等関係情報で

あって規則で定めるも

の 

（１） 障害者関係情報

であって規則で定める

もの 

（２） 生活保護関係情

報であって規則で定め

るもの 

（３） 地方税関係情報

であって規則で定める

もの 

（４） 中国残留邦人等

支援給付等関係情報で

あって規則で定めるも

の 

（次頁に続く）

－４－ 



（続き） 

（４） 障害者の日常生

活及び社会生活を総合

的に支援するための法

律第７条に規定する他

の法令により行われる

給付の支給に関する情

報であって規則で定め

るもの 

（５） 外国人生活保護

関係情報であって規則

で定めるもの 

（５） 障害者自立支援

給付関係情報であって

規則で定めるもの 

（６） 障害者の日常生

活及び社会生活を総合

的に支援するための法

律第７条に規定する他

の法令により行われる

給付の支給に関する情

報であって規則で定め

るもの 

（７） 外国人生活保護

関係情報であって規則

で定めるもの 

子ども・子育て支

援法による子ども

のための教育・保

育給付の支給に関

する事務であって

規則で定めるもの

（１） 障害者関係情報

であって規則で定める

もの 

（２） 生活保護関係情

報であって規則で定め

るもの 

（３） 地方税関係情報

であって規則で定める

もの 

（４） 児童扶養手当関

係情報であって規則で

定めるもの 

（５） 外国人生活保護

関係情報であって規則

で定めるもの 

外国人生活保護関係情報

であって規則で定めるも

の 

２ 施行期日 

  規則で定める日 

－５－ 



Ｎｏ

４ 

北九州市印鑑条例の一部改正について 

（市民文化スポーツ局市民総務部戸籍住民課）

店舗等に設置されている通信端末機器により印鑑登録証明書を交付す

る等のため、関係規定を改めるもの 

１ 窓口における印鑑登録証明書の交付申請手続の特例（第１４条関

係） 

  登録者が自ら出頭して申請する場合で、申請者が登録者本人であ

ることを区長が確認することができるときは、印鑑登録証の添付を

不要とする。 

２ コンビニエンスストア等に設置されている通信端末機器による印

鑑登録証明書の交付等（第１４条の２関係） 

 （１） 個人番号カードを用いて、コンビニエンスストア等に設置

されている通信端末機器により印鑑登録証明書を交付することが

できることとする。 

 （２） 証明書自動交付機による印鑑登録証明書の交付を廃止する

。 

３ 施行期日 

  １は、平成２９年１月１日 

  ２は、平成２９年５月１０日（ただし、（２）は、経過措置によ

り同年７月１日とする。） 

－６－ 



Ｎｏ

５ 

北九州市市民センター条例の一部改正について 

（市民文化スポーツ局地域・人づくり部地域振興課）

市民センターを新設するため、関係規定を改めるもの 

１ 市民センターの新設（別表第１関係） 

２ 施行期日 

  規則で定める日 

名称 位置 

北九州市立ひびきの市民セン

ター 

北九州市若松区大字塩屋７３

６番地 

－７－ 



Ｎｏ

６ 

北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例の一部改正に

ついて 

（保健福祉局障害福祉部障害者支援課）

障害者体育施設のスタジオの名称及び使用料を変更するため、関係規

定を改めるもの 

１ 北九州市障害者スポーツセンターのスタジオの名称及び専用使用

料の変更（別表第２関係） 

２ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

現行 改正後 

－ 平日 休日等 － 平日 休日等 

大スタジオ 2,500 円 2,800 円 スタジオ１ 1,100 円 1,200 円

小スタジオ 1,000 円 1,100 円 スタジオ２ 1,000 円 1,100 円

－８－ 



Ｎｏ

７ 

北九州市国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に関する条例

について 

（保健福祉局保健衛生部保健衛生課）

国家戦略特別区域法第１３条第１項に規定する国家戦略特別区域外国

人滞在施設経営事業に関し必要な事項を定めるもの 

１ 条例の内容 

 （１） 趣旨（第１条） 

 （２） 法施行令第１２条第２号の条例で定める期間（第２条） 

   施設の使用期間の下限を３日とする。 

 （３） 認定事業者の責務（第３条） 

 （４） 立入調査等（第４条） 

 （５） 手数料（第５条） 

区  分 金  額 

特定認定の申請の審査 １件につき ２１，２００円

特定認定の変更

申請の審査 

現地調査あり １件につき １０，５００円

現地調査なし １件につき  ２，５００円

 （６） 委任（第６条） 

２ 施行期日 

  公布の日 

－９－ 



Ｎｏ

８ 

 北九州市農業委員会の委員等の定数に関する条例について 

               （産業経済局農林水産部農林課） 

農業委員会等に関する法律の一部改正に伴い、北九州市東部農業委員

会及び北九州市西部農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定

数を定めるもの 

１ 条例の内容 

（１） 趣旨（第１条） 

（２） 委員の定数（第２条） 

（３） 農地利用最適化推進委員の定数（第３条） 

２ 施行期日 

平成２９年７月１８日 

農業委員会の名称 定数 

北九州市東部農業委員会 １９人

北九州市西部農業委員会 １４人

農業委員会の名称 定数 

北九州市東部農業委員会 １４人

北九州市西部農業委員会 ８人

－１０－ 



Ｎｏ

９ 

 道路交通法の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例について

（建設局公園緑地部公園管理課）

道路交通法の一部改正に伴い、駐車場の使用料等に係る自動車の区分を

整理するため、関係規定を改めるもの 

１ 関係条例及び改正内容 

関係条例 駐車場又は駐車施設 現行 改正後 

北九州市産業

観光施設の設

置及び管理に

関する条例（

別表第２、別

表第３関係） 

北九州市立総合農事セ

ンター駐車場 

大型自動車、中

型自動車及び普

通自動車の区分

は、道路交通法

第３条に規定す

るところによる

。 

大型自動車、中

型自動車及び普

通自動車の区分

は、道路交通法

の一部を改正す

る法律による改

正前の道路交通

法（以下「改正

前の道路交通法

」という。）第

３条に規定する

ところによる。 

北九州市関門海峡ミュ

ージアム駐車場 

北九州市門司港レトロ

駐車場 

北九州市門司麦酒煉瓦

館駐車場 

北九州市都市

公園、霊園、

駐車場等の設

置及び管理に

関する条例（

別表第１、別

表第１の２関

係） 

北九州市立勝山公園駐

車施設 

普通自動車とは

、道路交通法施

行規則第２条に

規定する普通自

動車をいう。 

普通自動車とは

、改正前の道路

交通法第３条に

規定する普通自

動車をいう。 

北九州市立三萩野公園

駐車施設 

北九州市立白野江植物

公園駐車施設 

大型自動車、中

型自動車及び普

通自動車の区分

は、道路交通法

第３条に規定す

るところによる

。 

大型自動車、中

型自動車及び普

通自動車の区分

は、改正前の道

路交通法第３条

に規定するとこ

ろによる。 

到津の森公園駐車施設 

北九州市立山田緑地駐

車施設 

北九州市立響灘緑地駐

車施設 

（次頁に続く） 

－１１－ 



（続き） 

北九州市教育

施設の設置及

び管理に関す

る条例（別表

第３関係） 

北九州市立自然史・歴

史博物館駐車場 

北九州市平尾

台自然の郷条

例（別表関係

） 

北九州市平尾台自然の

郷駐車場 

２ 施行期日 

平成２９年３月１２日 

－１２－ 





Ｎｏ

１０

 北九州市臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例の

一部改正について 

                 （港湾空港局港営部港営課）

港湾法の一部改正等に伴い、臨港地区内の分区における構築物の規制

の適正化を図るため、関係規定を改めるもの 

１ 分区において建設できる構築物の追加（別表第４、別表第６、別 

表第７関係） 

   法改正により新たに定義された港湾情報提供施設については、全 

ての分区において建設できることとする。 

２ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部改正に

伴う規定の整備（別表第１関係） 

商港区等において建設できない構築物として、特定遊興飲食店営 

業を営むものを加える。 

３ 施行期日 

公布の日 

－１３－ 



Ｎｏ

１１

 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に

関する条例について 

             （教育委員会学務部権限移譲準備室）

市町村立学校職員給与負担法の一部改正に伴い、北九州市立の小学校

、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関し必要な事項を定めるも

の 

１ 条例の内容 

 （１） 趣旨（第１条） 

（２） 定義（第２条） 

（３） 給与の支払（第３条、第４条） 

（４） 給料（第５条、第６条） 

（５） 給料表（第７条） 

（６） 基準となる職務等（第８条） 

（７） 給料の決定（第９条） 

（８） 職務の級、初任給、昇格、昇給等（第１０条―第１３条） 

（９） 給料の支給（第１４条、第１５条）  

（１０） 給料の調整額（第１６条） 

（１１） 管理職手当（第１７条） 

（１２） 扶養手当（第１８条、第１９条） 

（１３） 地域手当（第２０条） 

（１４） 住居手当（第２１条） 

（１５） 通勤手当（第２２条） 

（１６） 単身赴任手当（第２３条） 

（１７） 給与の減額（第２４条） 

（１８） 時間外勤務手当（第２５条） 

（１９） 休日勤務手当（第２６条） 

（２０） 夜間勤務手当（第２７条） 

（次頁に続く）

－１４－ 



 （続き） 

 （２１） 勤務１時間当たりの給与額の算出（第２８条） 

（２２） 宿日直手当（第２９条） 

（２３） 管理職員特別勤務手当（第３０条） 

（２４） 時間外勤務手当等に関する規定の適用除外（第３１条） 

（２５） 期末手当（第３２条―第３４条） 

（２６） 勤勉手当（第３５条、第３６条） 

（２７） 義務教育等教員特別手当（第３７条） 

（２８） 特殊勤務手当（第３８条） 

（２９） へき地手当等（第３９条―第４２条） 

（３０） 災害派遣手当（第４３条） 

（３１） 扶養手当、地域手当等の支給方法（第４４条） 

（３２） 臨時的任用職員の給与（第４５条） 

（３３） 非常勤職員の給与（第４６条） 

 （３４） 休職者の給与（第４７条） 

 （３５） 専従休職者の給与（第４８条） 

 （３６） 人事委員会への委任（第４９条） 

２ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

－１５－ 



Ｎｏ

１２

 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の退職手

当に関する条例について 

             （教育委員会学務部権限移譲準備室）

市町村立学校職員給与負担法の一部改正に伴い、北九州市立の小学校

、中学校及び特別支援学校の教職員の退職手当に関し必要な事項を定め

るもの 

１ 条例の内容 

 （１） 趣旨（第１条） 

（２） 適用範囲（第２条） 

（３） 給料の月額の減額改定以外の理由により給料の月額が減額

されたことがある場合の退職手当の基本額に係る特例（第３条） 

（４） 退職手当の調整額（第４条） 

（５） 勤続期間の計算等（第５条） 

（６） 教職員が退職した後に引き続き教職員となった場合等にお

ける退職手当の不支給（第６条） 

（７） 北九州市職員退職手当支給条例の適用等（第７条） 

（８） 委任（第８条） 

２ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

－１６－ 



Ｎｏ

１３

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の旅費に関

する条例について 

（教育委員会学務部権限移譲準備室） 

市町村立学校職員給与負担法の一部改正に伴い、北九州市立の小学校、

中学校及び特別支援学校の教職員の旅費に関し必要な事項を定めるもの 

１ 条例の内容 

 （１） 趣旨（第１条） 

 （２） 自家用車使用による旅費（第２条）  

   教職員が、教育委員会の承認を受けて、自家用車を使用して旅行

をした場合は、教育委員会規則に規定する車賃の額を支給すること

を定める。 

 （３） 勤務地内出張の旅費（第３条） 

 （４） 準用（第４条） 

 （５） 委任（第５条） 

２ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

－１７－ 



Ｎｏ

１４

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間

、休日、休暇等に関する条例について 

（教育委員会学務部権限移譲準備室） 

市町村立学校職員給与負担法の一部改正に伴い、北九州市立の小学校、

中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇等に関し必要な

事項を定めるもの 

１ 条例の内容 

 （１） 趣旨（第１条） 

 （２） 勤務時間（第２条）  

 （３） 休憩時間（第３条） 

 （４） 週休日（第４条） 

 （５） 勤務時間の割振り（第５条） 

 （６） 育児時間（第６条） 

 （７） 休日（第７条） 

 （８） 時間外勤務及び休日勤務（第８条） 

 （９） 宿日直勤務（第９条） 

 （１０） 育児を行う教職員の時間外勤務等の制限（第１０条） 

 （１１） 育児又は介護を行う教職員の深夜勤務の制限（第１１条）

 （１２） 週休日の振替及び休日の代休（第１２条） 

 （１３） 適用除外（第１３条） 

 （１４） 休暇（第１４条） 

 （１５） 非常勤職員等（第１５条） 

 （１６） 委任（第１６条） 

２ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

－１８－ 



Ｎｏ

１５

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の自己啓発

等休業に関する条例について 

（教育委員会学務部権限移譲準備室） 

市町村立学校職員給与負担法の一部改正に伴い、北九州市立の小学校、

中学校及び特別支援学校の教職員の自己啓発等休業に関し必要な事項を定

めるもの 

１ 条例の内容 

 （１） 趣旨（第１条） 

 （２） 国際貢献活動に係る奉仕活動（第２条） 

  ア 独立行政法人国際協力機構が自ら行う派遣業務の目的となる開

発途上地域における奉仕活動 

  イ 外国の都市等との国際交流の促進に資する奉仕活動 

 （３） 準用（第３条）    

 （４） 委任（第４条） 

２ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

－１９－ 



Ｎｏ

１６

北九州市立の高等学校及び幼稚園の教育職員の給与等に関する特別

措置に関する条例等の一部改正について 

（教育委員会学務部権限移譲準備室） 

市町村立学校職員給与負担法の一部改正に伴い、関係条例を改めるもの

１ 改正する条例 

 （１） 北九州市立の高等学校及び幼稚園の教育職員の給与等に関す

る特別措置に関する条例（第１条関係） 

 （２） 外国の地方公共団体の機関等に派遣される北九州市職員の処

遇等に関する条例（第２条関係） 

 （３） 北九州市職員の育児休業等に関する条例（第３条関係） 

 （４） 公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関する条例（第４

条関係） 

 （５） 北九州市一般職の任期付職員の採用に関する条例（第５条関

係） 

 （６） 北九州市職員の配偶者同行休業に関する条例（第６条関係）

２ 改正内容 

 （１） １（１）については、適用対象となる学校の種類に小学校、

中学校及び特別支援学校を追加し、題名を「北九州市立の義務教育

諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例」とす

る。 

 （２） １（２）から（６）までについては、県費負担教職員の給与

負担等の権限移譲に伴い、北九州市立の小学校、中学校及び特別支

援学校の教職員が適用対象となることから必要な規定の整備を行う

もの。 

（次貢に続く）

－２０－ 



  （続き） 

３ 施行期日 

  平成２９年４月１日 

－２１－ 



Ｎｏ

１７

 財産の出資について 

（企画調整局政策部企画課）

  公立大学法人北九州市立大学に財産を出資するもの 

１ 出資の目的とする財産 

   土地 

所在地 地目 面積（㎡） 評価額（円） 

若 松 区 ひ び き の

１番１１２ 

宅地 １０，５６５．４４ ３２５，０００，０００

－２２－ 



Ｎｏ

１８

 公立大学法人北九州市立大学定款の一部変更について 

（企画調整局政策部企画課）

  公立大学法人北九州市立大学への財産の出資に伴い、公立大学法人北

九州市立大学定款の一部を変更するもの 

  １ 出資財産の追加（別表第１関係） 

資産の種別 所在地 地目 面積（㎡） 

土地 若松区ひびきの１番１１２ 宅地 １０，５６５．４４

  ２ 施行期日 

    総務大臣及び文部科学大臣の認可を受けた日 

－２３－ 



Ｎｏ

１９

総合療育センター改築工事請負契約締結について 

（技術監理局契約部契約課）

 １ 契約金額 ４４億２，５８４万円 

２ 契約方法 一般競争入札 

  ３ 工  期 契約締結の日から平成３０年７月３日まで 

４ 契約の相手方 北九州市八幡東区山王二丁目１９番１号

           奥村・九鉄共同企業体 

－２４－ 



Ｎｏ

２０

総合療育センター改築電気工事請負契約締結について 

（技術監理局契約部契約課）

 １ 契約金額 １６億６，８２９万４，３６０円 

２ 契約方法 一般競争入札 

  ３ 工  期 契約締結の日から平成３０年７月３日まで 

４ 契約の相手方 福岡市南区那の川一丁目２３番３５号 

          九電工・ハッセイ共同企業体 

－２５－ 



Ｎｏ

２１

総合療育センター改築機械工事請負契約締結について 

（技術監理局契約部契約課）

 １ 契約金額 １６億３，４９０万４，０００円 

２ 契約方法 一般競争入札 

  ３ 工  期 契約締結の日から平成３０年７月３日まで 

４ 契約の相手方 福岡市博多区博多駅前二丁目１９番２４号 

          高砂熱学・ダック技建建設工事共同企業体 

－２６－ 



Ｎｏ

２２

小倉南図書館新築工事請負契約締結について 

                 （技術監理局契約部契約課）

 １ 契約金額   ６億２，８５６万円  

２ 契約方法   一般競争入札 

  ３ 工  期   契約締結の日から平成３０年３月５日まで 

４ 契約の相手方 小倉北区中井五丁目７番２９号

           美里建設株式会社  

－２７－ 



Ｎｏ

２３

 当せん金付証票の発売について 

（財政局財務部財政課）

  平成２９年度において本市が発売する当せん金付証票の発売総額の範

囲を定めるもの 

発売総額  １３５億円以内 

－２８－ 



Ｎｏ

２４

市道路線の認定、変更及び廃止について 

 （建設局総務部管理課）

 市道路線の整備を図るため、路線の認定、変更及び廃止を行うもの 

 数 延 長 面 積 

認 定 １１路線 １，００９ｍ ５，３６８㎡

変 更 ４路線 △３５３ｍ △１，２８３㎡

廃 止 ３路線 △１４１ｍ △３５３㎡

－２９－ 



Ｎｏ

２５

鹿児島本線八幡･黒崎間城山西線藤田架道橋改築工事委託協定の

一部変更について 

                   （建設局道路部街路課）

  鹿児島本線八幡･黒崎間城山西線藤田架道橋改築工事委託協定の一部

を変更するもの  

１ 既決委託金額 ２２億３，８００万円 

２ 変更委託金額 ２４億３，３００万円 

－３０－ 



Ｎｏ

２６

 鹿児島本線戸畑・枝光間及び鹿児島貨物線浜小倉・黒崎間汐井町

牧山海岸線架道橋新設工事委託協定締結について 

                   （建設局道路部街路課）

鹿児島本線戸畑・枝光間及び鹿児島貨物線浜小倉・黒崎間汐井町牧

山海岸線架道橋新設工事委託協定を締結するもの 

１ 委託金額 ３９億９，９８８万７，０００円 

２ 委託方法 随意契約 

３ 委託期間 協定締結の日から平成３２年３月３１日まで 

４ 委託の相手方 福岡市博多区博多駅前三丁目２５番２１号 

          九州旅客鉄道株式会社 

         代表取締役社長 青柳俊彦 

－３１－ 



－３２－ 

Ｎｏ 

27～29

 指定管理者の指定について（北九州市立小池学園等） 

（保健福祉局障害福祉部障害者支援課）

  北九州市立小池学園等について、指定管理者を指定するもの 

Ｎｏ 指定管理者に管理を

行わせる施設 

指定管理者に指定

するもの 

指定する期間 

２７ 北九州市立小池学園 社会福祉法人北九

州市福祉事業団 

平成２９年４月

１日から平成３

１年３月３１日

まで 

２８ 北九州市立戸畑障害

者地域活動センター 

社会福祉法人北九

州障害者福祉事業

協会 

平成２９年４月

１日から平成３

４年３月３１日

まで 

２９ 北九州市障害者スポ

ーツセンター 

北九州市障害者ス

ポーツセンター運

営共同事業体 



Ｎｏ

３０

指定管理者の指定について（北九州市立かぐめよし少年自然の

家） 

（子ども家庭局子ども家庭部青少年課）

北九州市立かぐめよし少年自然の家について、指定管理者を指定する

もの 

１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

北九州市立かぐめよし少年自然の家 

２ 指定管理者に指定するもの 

玄海グリーン＆アドベンチャー共同企業体 

３ 指定する期間 

平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日まで 

－３３－ 



－３４－ 

Ｎｏ 

３１ 

 指定管理者の指定について（北九州市立勝山公園等） 

（建設局公園緑地部公園管理課）

  北九州市立勝山公園等について、指定管理者を指定するもの 

指定管理者に管理を行

わせる施設 

指定管理者に指定す

るもの 

指定する期間 

北九州市立勝山公園 北九州パークマネジ

メント共同事業体 

平成２９年４月１

日から平成３４年

３月３１日まで 北九州市立あさの汐風

公園 



№ 件    名 要       旨 

平

成

28

年

度

予

算

規

模

区  分 補正額の合計 補正後の予算総額 

一般会計 199 億  599 万円 0 5,754 億 1,370 万 5 千円 

特別会計 5 億 1,452 万 2 千円 0 5,709 億 5,482 万 8 千円 

企業会計 16 億円 0 1,257 億 7,265 万円 

合  計 220 億 2,051 万 2 千円 1 兆 2,721 億 4,118 万 3 千円 

32

平成 28 年度北九州市 

一般会計 

 補正予算について 

１ 補正額 

 (債務負担)

２ 総 額 

199 億 599 万円

さ△ 1 億 7,503 万円

5,754 億 1,370 万 5 千円 

33

平成 28 年度北九州市 

渡船特別会計 

補正予算について 

 １ 補正額 

 ２ 総 額 

0,00   363 万 6 千円 

1, 3 億 1,923 万 6 千円 

34

平成 28 年度北九州市 

土地区画整理特別会計 

補正予算について 

 １ 補正額 

 ２ 総 額 

0 円

, 14 億 9,500 万円 

35

平成 28 年度北九州市 

港湾整備特別会計 

補正予算について 

 １ 補正額 

 ２ 総 額 

0 円

, 45 億 6,500 万円 

－３５－ 



36

平成 28 年度北九州市 

公債償還特別会計 

補正予算について 

 １ 補正額 

 ２ 総 額 

1, 2 億 4,000 万円 

1,933 億 4,300 万円 

37

平成 28 年度北九州市 

土地取得特別会計 

補正予算について 

１ 補正額 

 (債務負担)

２ 総 額 

01, 2 億 4,000 万円 

1, 4 億 8,900 万円 

1,s41 億 3,300 万円 

38

平成 28 年度北九州市 

介護保険特別会計 

補正予算について 

 １ 補正額 

 ２ 総 額 

0,00  2,609 万 9 千円 

1,936 億 1,690 万 5 千円 

39

平成 28 年度北九州市 

学術研究都市土地区画 

整理特別会計 

補正予算について 

 １ 補正額 

 ２ 総 額 

0,00   478 万 7 千円 

1, 25 億 4,278 万 7 千円 

40

平成 28 年度北九州市 

工業用水道事業会計 

補正予算について 

 １ 補正額 

 ２ 総 額 

01 1 億円 

1, 30 億 189 万円 

41

平成 28 年度北九州市 

病院事業会計 

補正予算について 

 １ 補正額 

 ２ 総 額 

01 9 億円 

1,330 億 3,971 万円 

42

平成 28 年度北九州市 

下水道事業会計 

補正予算について 

 １ 補正額 

 ２ 総 額 

01 6 億円 

1,537 億 1,860 万円 

－３６－ 
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